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My-ラップ通信は、My-ラップのオーナー様と、
My-ラップ運用チームをつなぐ架け橋です。
毎月、お届けいたします。

『Ｍｙ-ラップ/オーナー』の

貴方様に

Ｍｙ-ラップ通信



- はじめに -

日頃より当社商品“ＳＢＩグローバル・ラップファンド(安定型／積極型)(愛称：My-ラップ)”を
ご愛顧頂き、ありがとうございます。

当月は1月の運用環境の背景と、コラムでは恒例となった2019年「びっくり10大予想」
をテーマに、詳しくお話しいたします。

今後とも、グローバルでの投資環境、運用状況、トピックス等について説明いたしますので、
末永いお付き合いを、よろしくお願い申し上げます。

2019年2月

ＳＢＩアセットマネジメント My-ラップ運用チーム
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2018年の後半は、貿易摩擦に対する懸念や中国や欧州を中心とする景気の減速観測を
受けて、軟調な展開となりましたが、今月に入り各国ともに持ち直す展開となりました。

米国株式市場は、米中両国政府による次官級の貿易協議を開くことが決定し、貿易摩擦
の交渉進展への期待が広がったほか、12月の米雇用統計が良好であったこと等を手掛かりに
大きく上昇して始まりました。その後、トランプ米政権が対中関税の解除を検討しているとの報
道等を受けて急騰する局面もありましたが、米財務報道官がこれを否定しました。足元の米国
株式市場は様子見ムードとなっています。

欧州では、米アップル社が中国での需要低迷を理由に業績見通しを下方修正したことを受
け、米中貿易摩擦の悪影響への懸念が改めて認識され、欧州主要国の株式市場はそろって
軟調な展開で始まりました。その後は米中の貿易摩擦の緩和期待から、米国株式市場の続
伸とともに欧州株式市場も上昇しました。しかし、米国が輸入自動車への追加関税導入を検
討中との報道や、米国の捜査当局が中国通信機器大手ファーウェイの捜査を本格化させている
と伝わったことから、株式市場の地合いが悪化し、米国の政策動向を見守る展開となりました。

日本の株式市場については、米国株式市場や米中貿易摩擦の緩和に対する期待感から、
幅広い銘柄に買いが広がり、日経平均株価も緩やかながら上昇基調となりました。
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（出所）ブルームバーグのデータを基にSBIアセットマネジメントが作成
※データ期間：2018年7月31日～2019年1月31日
※2018年7月31日を100として指数化
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日経平均株価 ダウ工業株30種平均 香港 ハンセン指数
ブラジル ボベスパ指数 英国 FTSE100 ドイツ DAX

各国の株価指数の推移

- 1月の運用環境 -



安定型 積極型

プラス寄与
 米国大型株式
 先進国（日本含む）大型株式
 グローバル債券

 米国大型株式
 先進国（日本含む）大型株式
 新興国株式

マイナス寄与  為替（円高・ドル安）  為替（円高・ドル安）
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投資スタンスの変更点については以下の通りです。
新興国株式、新興国債券それぞれを「中立」に一段階引き上げます。

米中貿易摩擦や英国の欧州連合（EU）離脱問題などにより先行き不透明感が強く、
特に政策動向に強く影響される市場展開が続いています。また、日本の株式市場については、
他国と比べて年末の下落からの戻りが鈍い状況が続いています。

世界経済や金融市場の先行きに関する予測を行うことが難しい局面ではありますが、上記の
市場動向を踏まえ、慎重にアロケーションの調整に努める方針です。

1月の上昇・下落の主な要因は以下の通りです。

今後の運用方針今後の運用方針

- 1月の運用環境 -



恒例の2019年「びっくり10大予想」

さて、本コラムで毎年恒例のトピックとして取り上げている、バイロン・ウィーン氏（米投資会社
ブラックストーン副会長）による「びっくり10大予想」の2019年版が発表されました。

前回の2018年版では、北朝鮮が核開発プログラムの中止を表明したことや、為替のドル高
傾向などが的中しました。

毎年、「びっくり10大予想」を発表するウィーン氏にとって、今回は34回目の予想となります。
同予想は市場関係者が発生確率を3分の1程度と見込んでいる事象の中から、50％以上の
確率で起こり得るものを選んでいるとしていますが、さて今回はどうなるのでしょうか。

それでは早速、具体的な予想の中身を見ていきましょう。

1.米連邦準備制度理事会（FRB）は利上げを見送り

世界経済の減速を受けて、FRBはハト派色を強め、年内は利上げを実施しないと予想してい
ます。また、米国の長期金利は3.5％を下回って推移するとしています。

2. 利上げ停止により米国株式市場は上昇

米国では利上げ停止などが好感され、主要株価指数であるS&P500種株価指数は、前年
末比＋15％上昇する可能性があると株式に対して強気な見方を示しています。

3. 米国のGDPは成長が持続

個人消費や政府支出が景気をけん引し、引き続き米国はGDPの成長が続くと予想しています。
また、米国の景気後退は2021年まで来ないとも予想しています。

-コラム-
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4. 株式相場の持ち直しにより、金価格は下落

米国をはじめとする株式市場の上昇に伴い、現在上昇基調となっている金相場は反落すると
見込んでいます。

5. 米中合意により中国株式市場は大きく上昇

米中貿易摩擦について、両国は2019年前半にも合意に達し株高につながる可能性があり、
上海総合指数は、前年末比＋25％の大幅高を見込んでいます。また、ブラジル株式市場に
ついても、新政権下で持ち直すと予想しています。

6. 英国は再国民投票により欧州連合（EU）残留へ

英国の議会が期限までにEUとの離脱協定を承認せず、離脱そのものが実施されない可能性
があるとしています。メイ首相は国民投票を再び実施し、英国民は「EU残留」を決めると大胆
に予想しています。

7. ドル相場は安定的に推移

現在の外国為替相場における米ドルは、ややドル安傾向がみられるものの、2019年のドル相
場は2018年末の水準で安定的に推移すると予想しています。

8.トランプ一族は起訴されるが、大統領には及ばず

モラー特別検察官によるロシア疑惑の捜査は、トランプ一族の起訴につながるものの、トランプ
米大統領自身には及ばないと予想しています。

-コラム-
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9. 米民主党が予想以上の成果

米国の下院議会で過半数を占める民主党が主導することにより、米議会は予想以上の成果
を出し、インフラ整備計画などが公表されると見込んでいます。

10. ITやヘルスケア関連株が相場の上昇を主導

業績が好調なIT関連銘柄やバイオテクノロジー関連銘柄は、引き続き相場のけん引役になる
と予想しています。

あくまでも予想ではありますが、米国景気や円安の恩恵を受ける日本経済及び日本の株式
市場にとっては、比較的好ましい内容と言えるでしょう。しかしながら、米中貿易摩擦や英国の
EU離脱の行方などには引き続き留意する必要がありそうです。

また、今年の10大予想では、日本に直接関係する内容が含まれていない点は残念ではあり
ますが、全般的には楽観的な予想が多いことから、いくつ的中するか楽しみに見ていきたいと考
えています。

以上

-コラム-
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委託会社
SBIアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第311号
加入協会 ／ 一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会
（信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）

受託会社 三菱UFJ信託銀行株式会社（ファンド財産の保管・管理等を行います。）

販売会社 ※最終頁をご参照ください。（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。）

ファンドの関係法人
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金融商品取引業者名 登録番号

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
第二種金融商品
取引業協会

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第44号 ○ ○ ○

髙木証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長
（金商）第20号 ○

立花証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第110号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

スルガ銀行株式会社 登録金融機関 東海財務局長
（登金）第8号 ○

カブドットコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第61号 ○ ○

■販売会社では、受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。

販売会社一覧

●本資料は、SBIアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、完全
性について保証するものではありません。また、将来予告なく変更されることがあります。●本資料中のグラフ、数値等は作成時点の
ものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。●本資料中のいかなる内容も、将来の運用成果等を示唆または
保証するものではありません。●投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証
はありません。●投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。●ご購入の際には必ず投資信託説明書（交
付目論見書）の内容をご確認の上、お客様ご自身でご判断ください。


